
令 和 ２ 年 ８ 月 ３ １ 日 

都市局まちづくり推進課 
 

新型コロナがもたらす「ニューノーマル」に対応したまちづくりに向けて 
 

国土交通省都市局では、様々な分野の有識者に個別ヒアリングを実施し、「新型コロナ危機

を契機としたまちづくりの方向性」（論点整理）をとりまとめましたので公表いたします。 

 

○ 令和２年６月～７月にかけて、新型コロナ危機を踏まえ、今後の都市のあり方にどのよう

な変化が起こるのか、今後の都市政策はどうあるべきかについて検討するため、都市再生や

都市交通、公園緑地や都市防災のほか、医療、働き方など、様々な分野の有識者の方々、合

計６１名に個別ヒアリングを実施しました。その他、地方公共団体、都市開発・公共交通・

情報通信関係の事業者の方々にもヒアリングを実施しました。 

○ ヒアリングにおける有識者の方々のご意見を踏まえ、新型コロナ危機を契機として、今後

の都市のあり方にどのような変化が起こり、今後の都市政策はどうあるべきかについて論点

整理を行いましたので、自治体や民間事業者等のまちづくりに取り組む皆様が今後のまちづ

くりのあり方を検討される際に、お役立ていただければ幸いです。 

○ 国土交通省都市局では、今回整理した都市政策の方向性に向け、具体的な実現方策を検討

するため、本年秋頃を目途に有識者からなる検討会を設置し、検討を深めていく予定です。 

 
【ヒアリングを踏まえた新型コロナ危機を契機とした変化と今後の都市政策の方向性（要点）】 

○ 都市の持つ集積のメリットは活かして、国際競争力強化やコンパクトシティなどは引き続

き進めつつ、「三つの密」の回避など「ニューノーマル」に対応したまちづくりが必要 

・職住近接のニーズに対応したまちづくりの推進 

・まちづくりと一体となった総合的な交通戦略の推進 

・緑やオープンスペースの柔軟な活用 

・リアルタイムデータ等の活用による、過密を避けるような人の行動の誘導     等 

 

【参考】「新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性」ホームページ 

https://www.mlit.go.jp/toshi/machi/covid-19.html 

今後のまちづくりについてお悩みの場合には、お気軽に以下のお問い合わせ先までご相談ください。 

【問い合わせ先】 

都市局まちづくり推進課 城、坂本、新倉 

 電話 03-5253-8111（内線 32-552,30-612,32-545）、03-5253-8406（直通） FAX 03-5253-1589 

自治体・民間事業者等のまちづくりに取り組む皆様へ 


